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は じ め に

　脆弱性骨折は原発性または続発性の骨粗鬆症
を原因とする疾患である。高齢化が加速するわ
が国においては患者数の増加が見込まれてお
り，なかでも大腿骨近位部骨折の発症数は 2020
年で約 23万人，2040年では約 30万人に達する
と推計されている1）。また，脆弱性骨折を経験
した患者では二次性骨折のリスクが高く，大腿
骨近位部骨折の既往をもつ女性においては，一
般集団と比較してそのリスクは 4.0倍にも達す
る2）。この二次性骨折を予防するためには，原
因となる骨粗鬆症に対する治療の導入と継続が
重要となる。
　骨折リエゾンサービス（Fracture Liaison Ser-
vices：FLS）は多職種の協働により脆弱性骨折
患者の二次性骨折予防を図る取組みである。
2022年の診療報酬改定で，二次性骨折予防継続
管理料（以下，二骨継管理料）が新設され，FLS

クリニカルスタンダード3）に基づく骨粗鬆症の
評価や治療介入などが必須要件となったが，こ
れと同時に 75歳以上の大腿骨近位部骨折患者
に対する緊急整復固定・緊急挿入加算が新設さ
れたことで，整形外傷医の間でも FLSへの意
識・関心が高まり，多くの急性期病院で FLSの
導入・運用が加速した。
　一方で，二次性骨折の予防には，急性期病院
からの退院後も骨粗鬆症治療を長期間継続する
必要がある。確実なフォローアップのために
は，FLSの取組みを地域医療連携によって回復
期病院や診療所へと拡大することが不可欠であ
る。
　本稿では，急性期病院を起点とする FLSにお
ける地域医療連携体制の構築について概説する
とともに，筆者らの経験に基づいて，連携体制
を構築する際の実践的なポイントを紹介する。
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Ⅰ　大腿骨近位部骨折後の二次性骨折予防の 
重要性

　大腿骨近位部骨折は高齢者の死亡や要介護の
要因の一つであり，とくに要介護状態となった
場合，日常生活動作（Activity of Daily Living：
ADL）や生活の質（Quality of Life：QOL）は大
きく損なわれる。大腿骨近位部骨折後の生命予
後への影響は大きく，骨折後の死亡リスクは，
骨折のない場合と比較して6.68倍との報告もあ
る4）。また，影響は患者本人にとどまらず，家
族や医療・介護従事者の身体・社会生活上の負
担や医療経済（医療費や介護費）への負担も増
す。2002年の報告では，大腿骨近位部骨折は 1
年間に 11万 7900件が発生し，その医療費は
1556億円，骨折による寝たきりを含む介護費用
は 1752億円にものぼると推計されている5）。
　大腿骨近位部骨折では，手術待機日数が延び
ると死亡リスクが高まることが知られてお
り6,7），早期に手術を行うことで ADLや生命予
後が改善し，合併症予防につながることが報告
されている。したがって，内科的合併症のコン
トロールが難しい場合などを除き，可能なかぎ
り受傷後速やかに手術を行うことが重要とされ
ている8）。緊急整復固定加算と緊急挿入加算の
新設を契機に早期手術の取組みは加速してお
り，たとえば筆者が所属する川崎医科大学総合
医療センターでは，整形外科執刀医をはじめ麻
酔科医，内科医，手術室スタッフ，検査技師な
ど多職種の協力により，大腿骨近位部骨折患者
に対する受傷後 48時間以内の早期手術達成割
合が，2021年度の 49.6％から，2022年 6月の導
入後 1年間では 60.3％に改善した。
　しかしながら，脆弱性骨折においては，骨折
に対する手術療法だけでは不十分であり，二次
性骨折予防の観点で，骨折の原因である骨粗鬆
症に対する治療を導入し継続することが早期手
術と同様に重要である。二次性骨折のリスクは
骨折後 1年以内がもっとも高いため9），可能な
かぎり骨折後の早期から骨粗鬆症の薬物治療を
開始するとともに，運動・転倒予防や栄養介入

などを含む包括的な治療介入が求められる。心
筋梗塞や脳梗塞の場合は，急性期病院で開始し
た薬物治療やリハビリテーション，生活習慣指
導などを退院後も継続し，再発防止を図ること
が常識となっている。これらと同様に，大腿骨
近位部骨折を含む脆弱性骨折患者においても，
退院後の薬物治療継続を含む長期的フォロー
アップが必須と考えるべきである。
　レセプトデータベースを用いたわが国の最近
の研究では，大腿骨近位部骨折患者の骨粗鬆症
に対する薬物治療率は入院中が 23.3％，退院 1
年後では 16.6％にとどまっており10），急性期と
生活期のいずれにおいても薬物治療率の向上が
課題となっている。しかし入院中の薬物治療率
の向上には FLSが有効であり，Kikuchiらの調
査では，急性期病院での FLS導入により大腿骨
近位部骨折患者の治療開始率が導入前の 21.7％
から導入後では 97.8％に上昇した11）。
　2022年の診療報酬改定により，骨粗鬆症の治
療を開始する急性期病院では「（イ）二骨継管理
料 1」，その後の治療継続を担う回復期病院と診
療所ではそれぞれ「（ロ）二骨継管理料 2」と
「（ハ）二骨継管理料 3」の算定が可能となった。
これを機に FLSを実施する急性期病院は増加
し，（イ）の届出施設数は 2024年 10月末時点で
全国 2030施設に達した（厚生局データより）。
国際骨粗鬆症財団の Capture the fracture®認定
施設も日本国内で 100施設を達成し，政策介入
によってFLSが急速に普及したことは世界的に
も注目されている12）。一方で，（ロ）を届け出た
施設は 1775施設，（ハ）は 6031施設にとどまっ
ており，急性期病院退院後の連携医療機関数と
しては必ずしも十分とはいえない。昨今の医師
の働き方改革を含む医療制度改革などからも，
すべての脆弱性骨折患者を急性期病院のみで長
期間フォローアップすることは困難であり，長
期的な薬物治療率向上のためには地域の回復期
病院や診療所との連携体制の構築が喫緊の課題
である。
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Ⅱ　FLS地域医療連携のフォローアップモデル

　FLSにおけるフォローアップ体制は，循環型
連携モデル，一方向型連携モデル，自施設完結
型モデルの 3つに大別できる（表 1）。自施設完
結型モデルは，その名のとおり治療開始から

フォローアップ（治療の継続）までを一つの医
療施設で完結させる。本稿では地域の急性期病
院，回復期病院，診療所が連携して FLSに取り
組む「循環型連携モデル」と「一方向型連携モ
デル」について述べる。

表 1　FLSのフォローアップモデルと各施設の連携タスク

循環型連携モデル 一方向型連携モデル 自施設完結型モデル

ス
キ
ー
ム

特
徴

フォローアップ期間中も特定のタ
イミングで患者を急性期病院に戻
し，診療所で実施できない検査や
治療評価を行う

急性期病院から回復期病院→診療
所とそのまま患者を引き継ぎ，
フォローアップして治療を継続す
る

急性期から生活期まで同一施設
（もしくは系列施設）でフォロー
アップして治療を継続する

急
性
期
病
院
の

連
携
タ
ス
ク

・ FLSおよび骨粗鬆症治療（薬物
治療，運動・転倒防止，栄養介
入）の開始

・ 連携する回復期病院，診療所へ
患者を紹介

・ 診療所で実施困難な検査や治療
評価のための再診受け入れ

・ FLSおよび骨粗鬆症治療（薬物
治療，運動・転倒防止，栄養介
入）の開始

・ 連携する回復期病院へ患者を紹
介

・ FLSおよび骨粗鬆症治療（薬物
治療，運動・転倒防止，栄養介
入）の開始
・ 自施設（系列施設）包括ケア/回
復期病棟に患者を引き継ぐ

回
復
期
病
院
の

連
携
タ
ス
ク

・骨粗鬆症治療の継続
・ 退院後，急性期病院に患者を逆
紹介

・骨粗鬆症治療の継続
・連携する診療所に患者を紹介

・骨粗鬆症治療の継続
・ 自施設（系列施設）外来に患者
を引き継ぐ

診
療
所
・
外
来
（
生
活
期
）
の

連
携
タ
ス
ク

・骨粗鬆症治療の継続
・ 特定のタイミングで，診療所で
実施困難な検査や治療評価を急
性期病院に依頼（対応可能な診
療所に依頼＝診診連携も有用）

・骨粗鬆症治療の継続
・ 特定のタイミングで，検査や治
療評価を実施する（自施設で実
施困難な検査は，対応可能な診
療所に依頼＝診診連携）

・骨粗鬆症治療の継続
・ 特定のタイミングで，検査や治
療評価を実施

ポ
イ
ン
ト

・ 特定のタイミングで適切に検査
や治療評価（治療変更の判断等）
を実施できる

・ フォローアップする患者が増え
続け，急性期病院の外来業務が
逼迫する恐れがある

・ 急性期病院の診療負担を軽減し
うる

・ 回復期病院から診療所への連携
が不十分な場合，治療が中断す
る恐れがある

・ 同一施設（系列施設）内で完結
するため，指示・情報共有がス
ムーズ
・ フォローアップする患者が増え
続け，外来業務が逼迫する恐れ
がある

急性期病院 回復期病院 診療所

回復期
診療所

急性期

急性期病院 回復期病院 診療所

回復期
診療所

急性期

同一病院（包括ケア/回復期病棟）
もしくは系列病院など

急性期
病床

回復期
病床 外来

ケアミックス
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 1 　循環型連携モデル
　循環型連携モデルの概要を図 1に示す。手術
を担う急性期病院では，骨密度検査（二重エッ
クス線吸収法［dual‒energy X‒ray absorptiome-
try：DXA］など）を行って骨折リスクを評価
し，骨粗鬆症治療（薬物治療，リハビリテーショ
ン，栄養指導などの介入を含む）を開始する。
そして，回復期病院（リハビリテーション病院）
が術後リハビリテーションと治療の継続を担っ
た後，患者を急性期病院の外来に戻す。急性期
病院は骨粗鬆症治療薬の再評価および必要時に
は処方薬変更を行い，地域の診療所にフォロー
アップ（治療の継続）を依頼する。その後も急
性期病院が半年後・1年後など特定のタイミン
グで骨粗鬆症検査や薬物治療の評価を行い，急
性期病院と診療所の両医療機関で患者をフォ
ローアップする。対応可能な整形外科診療所な
どに DXAや薬物治療の評価を依頼する診診連
携も有用である。
　大腿骨近位部骨折患者は高齢で併存疾患があ
り，かかりつけ医に通院する患者も多い。2023
年の全国調査では，70歳以上の高齢者の 81.9％
がかかりつけ医をもち，診療科は内科が 89.0％
であった（複数回答）13）。かかりつけ医で併存疾
患とあわせて骨粗鬆症の治療を行う場合，通院
頻度の増加を回避できる，患者と医師との間で

一定の関係が構築されていることから意思の疎
通が比較的容易である，自宅から近いことが多
く通院しやすいなどのメリットがあり，生活期
における薬物治療率の向上が期待できる。仮に
かかりつけ医において，骨粗鬆症治療の経験
値，骨密度検査（DXAなど）の実施・他院への
依頼が困難などといった課題が存在する場合で
も，循環型連携モデルであれば紹介元の急性期
病院で補完することが可能である。診診連携が
可能な施設が限られている現状において，循環
型連携モデルはひとまずめざすべきモデルとい
える。
 2 　一方向型連携モデル
　急性期病院による骨粗鬆症治療開始後，回復
期病院および地域の診療所が生活期の長期フォ
ローアップと治療の継続を行うモデルである。
フォローアップ中の検査や治療の評価・見直し
は診療所が自施設で行うか，診診連携により，
紹介元の急性期病院以外の施設で実施する。
　フォローアップ中の患者が急性期病院に集中
することによる外来の逼迫を回避でき，医師の
働き方改革や医療機関のタスクシェアの面では
理想の連携モデルといえる。しかし，回復期病
院と診療所の連携が不十分な場合には，治療が
中断する恐れがある。一方向型連携モデルで
は，急性期病院のみならず，回復期病院や診療

図 1　FLSにおけるフォローアップモデル：循環型連携モデル
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所においても FLSの意義や目的，実施内容（骨
折リスク評価，治療の見直し，患者教育など）
を十分に理解し，実践することが求められる。

Ⅲ　FLS地域医療連携体制構築の 
ステップとポイント

　FLSにおける地域医療連携を開始する際は，
入念な準備や調整が必要であり，タスクも複数
発生する。したがって，この連携体制の構築は，
特定の個人が担当するのではなく，医師や看護
師，地域医療連携室スタッフなど院内ワーキン
ググループ（以下，FLSチーム）で協力して進
めることが望ましい。チームに FLSコーディ
ネーターや骨粗鬆症マネージャーなどの資格を
有するスタッフがいる場合，体制構築のための
議論や運用におけるリーダーシップを期待でき
る。また，すでに地域医療連携体制の構築・運
用実績があり，地域の医療機関や医師会などと

つながりをもつような他科（たとえば内科・総
合診療科や老年科）の医師・スタッフに助言や
協力を求めることも有用である。
　ここからは，FLSの地域医療連携体制構築を
ステップ（要素）に分け，それぞれのポイント
を紹介する（表 2）。
 1 　体制構築のステップ
・ 体制構築ステップ 1：フォローアップモデ
ルの決定

　めざすフォローアップモデルを院内FLSチー
ムで検討し，合意する。あくまでも当該施設で
の基本的なモデルという位置づけであり，仮に
循環型連携モデルを選択した場合でも連携医療
機関や患者の状況によっては一方向型連携モデ
ルや自施設完結型モデルでフォローアップする
場合もありうる。モデルによって連携医療機関
との検討・合意事項や使用書類などが異なる
ケースがあるため，まずは主となるモデルを決

表 2　FLS地域医療連携体制の構築ステップ

要素 ポイント

ステップ 1 フォローアップモデル
の決定

患者を長期にフォローアップする上での基本的な連携モデルとして位置づけ
る
同一医療圏内に複数の急性期病院がある場合は共通の基本モデルを決定し，
その後のタスクも分担することが望ましい

ステップ 2 目標設定 目標を設定することで，連携体制の評価・改善につながる
・ 目標例：特定のタイミングにおける追跡可能患者数，薬物治療率，二次性
骨折発生率

ステップ 3 タスクの整理・分担と
準備実行

連携体制の構築に必要なタスクを整理し，院内（もしくは複数の急性期病院）
の FLSチームメンバーで役割分担し実行する
・ おもなタスク：連携医療機関リスト作成（地域の回復期病院・診療所への
連携意向調査用アンケート作成と実施），連携依頼書など必要書類の特定
と準備，連携実施に向けた FLSプロトコル・クリニカルパスのアップデー
ト，地域の回復期病院や診療所（かかりつけ医）への啓発・教育的活動

ステップ 4 連携運用開始の周知と
運用実行

運用開始に先立ち，院内関連部署や連携医療機関に対し，運用方法（スキー
ム・使用書類など），開始タイミングを周知する
・周知の方法：電子メール，文書/FAX，対面またはオンライン説明会

ステップ 5 フォローアップ事項
（治療継続・二次性骨
折有無など）のデータ
ベース管理

患者のフォローアップ（治療継続）状況をデータベースに集約し管理するこ
とで，目標達成度の評価や実施体制の改善に役立てる
・ データ管理方法：エクセルファイル，電子カルテとの一体化，ICTツール
など
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定することが望ましい。
　また，同一医療圏内に FLSを実施する急性期
病院が複数ある場合は，これら急性期病院で共
通のフォローアップモデルを決定し，共同で地
域医療連携体制を構築していくことが有用であ
る。急性期病院側では，体制構築上のタスクを
分担できたり，収集した情報や作成した資料・
書類などを共有し使用できたりするメリットが
ある。また，同一医療圏内の急性期病院が一体
となって動くことで，単施設で動く場合よりも
地域の医師会，自治体の協力が得やすくなる。
連携の受け手となる回復期病院や診療所側に
とっては，同一医療圏内の急性期病院からのア
ンケート依頼が集約されることや，書式が統一
されることで，どの急性期病院からの患者でも
同じレベルの情報や指示に基づいて対応できる
ことなど，連携時の煩雑さを軽減できるメリッ
トがある。複数の急性期病院が共同で体制構築
を図る際は，各病院の FLSコーディネーター・
骨粗鬆症マネージャーや地域医療連携室スタッ
フ同士の人脈も活用する。
・体制構築ステップ 2：目標設定
　FLSの地域医療連携実施により達成したい目
標を具体的に設定する。例として，1年後・2年
後など特定のタイミングにおける追跡可能な患
者数や薬物治療率，二次性骨折発生率などがあ
げられる。目標達成度をモニターすることで，
地域医療連携の成果を客観的に評価でき，FLS
運用方法改善の検討材料にもなる。
・ 体制構築ステップ 3：タスクの整理・分担
と準備実行

　連携体制構築に必要なタスクを整理し，FLS
チームメンバー（複数の急性期病院で共通の連
携体制を構築する際は各施設のFLSチームメン
バー）で分担して実行する。おもなタスクとし
て，連携医療機関リスト作成（地域の回復期病
院や診療所への連携意向調査用アンケート作成
と調査の実施を含む），連携依頼書など必要書
類の特定と準備，連携実施に向けた FLSプロト
コルやクリニカルパスのアップデート，地域の
回復期病院や診療所（かかりつけ医）に対する

啓発・教育活動などがあげられる。具体的なタ
スクの内容やポイントは後述する。
・ 体制構築ステップ 4：連携運用開始の周知
と運用実行

　ステップ 3までの完了後，運用開始に先立っ
て，院内関連部署や連携医療機関に対して運用
方法（スキーム・使用書類など）や開始タイミ
ングを周知する。電子メールや文書/FAX，対面
またはオンラインでの説明会など，状況に応じ
てさまざまな方法がある。これにより関連部署
や連携医療機関もあらかじめ態勢を整えること
ができる。
　運用開始後は，日々の業務で気づいた点・課
題などを FLSチームで共有・検討し，改善して
いく。
・ 体制構築ステップ 5：フォローアップ事項
（治療継続・二次性骨折有無など）のデータ
ベース管理

　各患者のフォローアップ（治療継続）状況を
データベースに集約し管理する。これにより，
ステップ 2で述べた目標達成度の評価や実施体
制の改善策検討が容易になる。データの管理方
法は，エクセルファイル，電子カルテとの一体
化，ICTツールなどがありうるが，施設や地域
の実情に応じて選択することでよい。なお，複
数の医療機関で情報を共有する場合は，個人情
報の取り扱いに十分な配慮が必要であり，漏洩
防止などに留意する。
 2 　体制構築上のタスクとポイント
・連携医療機関リスト作成
　前述のとおり脆弱性骨折はおもに高齢者の疾
患であり，自宅近くにかかりつけ医をもつ患者
が多い。このようなかかりつけ医も含め，地域
の回復期病院や診療所を対象に，連携に関する
アンケート調査を行って結果をリスト化するこ
とで連携医療機関の選定や依頼をスムーズに行
うことができる。アンケート調査の項目例とし
て，FLSフォローアップ（治療継続を含む）の
可否，骨粗鬆症治療の状況（処方可能な薬剤），
骨密度検査（DXA他）の実施可否，急性期病院
側への要望などがあげられる（図 2）。

ライフサイエンス出版 2025. 3. 28提供



Therapeutic Research   vol. 46   no. 3   2025 171

図
2
　
連
携
医
療
機
関
調
査
用
ア
ン
ケ
ー
ト
の
例

連
携
す
る
医
療
機
関
を
特
定
す
る
際
に
参
考
と
な
る
項
目
を
調
査
す
る
。

ライフサイエンス出版 2025. 3. 28提供



Therapeutic Research   vol. 46   no. 3   2025172

　同一医療圏内の複数の急性期病院が共同で，
もしくは医師会の協力を得てアンケート調査を
実施し，得られた結果をリスト化（施設リスト）
して共有すると効率的である。地域の医師会の
協力を得ることができれば，アンケート配布施
設数や回収率の向上が見込まれ，その後の FLS
連携運用の周知や実施もスムーズになることが
期待できる。医師会に協力を要請する際は，単
施設よりも同一医療圏内の急性期病院すべての
取りまとめであると受け入れられやすく，急性
期病院側は委員会活動などで医師会とつながり
がある医師や地域医療連携室スタッフなどが，
医師会側では地域医療連携担当理事などが，そ
れぞれ窓口となりうる。なお，複数の急性期病
院でアンケートを実施し結果を共有する際は，
調査時に利用目的や利用範囲，情報取り扱いに
関する事項を明記するとともに，個人情報を含
む情報の取り扱いに十分留意する必要がある。
・FLS連携書類（テンプレート）作成
　FLSに特化した連携依頼書を使用すること
で，連携医療機関の回復期病院や診療所でス
ムーズかつ抜け漏れのないフォローアップ（治
療継続）が可能となる。連携依頼書の項目例と
して，骨折や骨粗鬆症の診療情報（検査結果，
診断，治療/介入内容），フォローアップ（治療
継続）のための依頼事項（治療の継続，特定の
タイミングでの DXAや血液検査，治療評価，
骨折リスク評価および患者状況のフィードバッ
ク，急性期病院外来受診のリマインドなど），急
性期病院での二骨継管理料の算定状況などがあ
げられる（図 3）。複数の急性期病院で統一した
書式を用いれば，連携医療機関にとってもわか
りやすく，異なる書式に対応する煩雑さからも
解放される。
・FLSプロトコルとデータベースの改訂
　すでに FLSを実施している急性期病院では，
多職種による介入の整理と役割分担のために
FLSクリニカルスタンダード3）に則った FLSプ
ロトコルなどが作成されていることが多いと想
定されるが，地域医療連携体制を構築する際に
は「連携のためのタスク」の追加が必要となる。

追加タスクの例として，退院後の生活環境（日
常生活拠点・状況）の確認，かかりつけ医の特
定（かかりつけ医の有無・連携医療機関として
の優先度），連携書類の作成と患者への説明が
あげられる。循環型連携モデルの場合は，次回
の外来受診・検査の予約と患者説明，再来院時
の対応（服薬状況確認，入院時処方薬の見直し
などを含む），来院しなかった患者への受診勧
奨なども含まれる（表 3，図 4）。どの職種がい
つ何を実施するかは，各職種の人数や業務量な
ど，それぞれの施設の実情に応じて FLSチーム
で協議して決定する。特定したタスクと担当者
をFLSプロトコルやデータベースに落とし込む
ことで，職種間での情報（対応状況や結果）の
共有が容易となり，対応の重複や抜け漏れを防
ぐことができる。こういった FLSの実践が働き
方改革の一翼を担う施策の一つともいえる。
・ 連携医療機関・連携候補医療機関への啓
発・教育

　骨粗鬆症治療を担う診療科は多岐にわたる一
方で，専門医の数は限られている。FLSの取組
みも近年普及し始めたばかりであり，骨粗鬆症
や脆弱性骨折に対する関心や二骨継管理料の認
知度は，いまだ高いとはいえない。筆者らが
2024年に実施したある地域における連携医療
機関リスト作成のためのアンケートの結果にお
いて，全体の半数以上（86施設中 47施設）の
施設は二骨継管理料を算定できることを認識し
ておらず，とくに整形外科以外の診療所では 7
割弱（69施設中 46施設）の施設が認識してい
なかった。
　骨粗鬆症診療とFLSについて地域の回復期病
院や診療所のスタッフの啓発もFLSの起点であ
る急性期病院の役割の一つといえる。説明内容
の例として，骨粗鬆症と脆弱性骨折の診療とそ
の課題，FLSの意義と連携に関する実務（連携
スキームや書類の紹介），二骨継管理料の施設
要件や申請方法の紹介などがあげられる。担当
者や実施形式（対面やオンラインでのレク
チャー，書面での説明），開催頻度は各地域や施
設の状況に応じて決定する。
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ま　と　め

　大腿骨近位部骨折患者の ADLや QOL，予後
を改善するためには，早期手術の実施に加え，
骨粗鬆症の治療（薬物治療，運動・転倒予防や
栄養介入など）を開始・継続し，二次性骨折を
予防することが必須である。2022年の診療報酬
改定で大腿骨近位部骨折に対する二骨継管理料
が導入されたことにより，これらの患者を対象
とした FLS活動が普及し，急性期病院に入院中
の骨粗鬆症薬物治療率（治療開始率）は大きく
改善された。一方で，生活期における薬物治療
率（治療継続率）はいまだ高いとは言いがた
い10）。高齢化が進むわが国において，増え続け
る脆弱性骨折患者の長期にわたるフォローアッ
プを，急性期病院のみが行うことは医療資源上

の限界があり，地域の回復期病院や診療所とタ
スクシェアできる地域医療連携体制の構築が急
務である。
　現時点では，FLSの介入対象を大腿骨近位部
骨折の患者に限定している施設も多いと思われ
る。しかし大腿骨近位部骨折は脆弱性骨折の最
終地点とも言われており14），いずれはより前段
階の脆弱性骨折，とりわけ椎体骨折や，ほかに
も橈骨遠位端骨折，上腕骨近位部骨折，骨盤骨
折などにFLSの取組みを拡大していくことが求
められる。今後さらに多数の患者への対応が必
要となることを考慮すると，FLSの地域医療連
携によるタスクシェアは必須といえる。本稿で
は，あくまで総論的に地域医療連携体制の構築
ステップとポイントを解説したが，これらは大
腿骨近位部骨折以外の脆弱性骨折でFLSを行う

表 3　地域医療連携に必要な FLSプロトコルの追加タスクとポイント

項目 ポイント おもな担当
職種（例） 時期（例）

退院後の生活環境確認
（日常生活拠点・状況）

自宅：同居家族の有無，同居家族の就労状況，ヘル
パーなど介護者の有無
高齢者施設：外来通院サポート状況

病棟看護師
MSW

入院時～手術後
2週間

かかりつけ医の特定 かかりつけ医の有無を確認し，複数の場合は連携医
療機関としての優先度を決定する
連携医療機関の決定では患者の ADLや生活環境を
考慮し，複数の場合は患者や家族の意向も確認する

病棟看護師
薬剤師
MSW

入院時～手術後
2週間

連携書類の作成と患者
説明

回復期病院用および診療所用の連携書類をできるだ
け入院中に作成する
患者の理解度によっては家族にも説明する

医師
病棟看護師
（MSW・医事課）

退院時まで

次回の外来受診・検査
の予約と患者説明

必要に応じて来院予定の数日前に電話等でリマイン
ドする
患者の理解度によっては家族にも説明する

医師
病棟看護師
（MSW）

退院時まで

外来受診時の対応 服薬状況確認，入院時処方薬の見直し，追跡項目の
確認，次回外来の予約，データベース入力などが含
まれる
待ち時間に追跡項目を確認できるツールを準備する
のもよい（アプリ等も活用する）

医師
外来看護師
医師事務・医事課

受診日

来院しなかった患者へ
の受診勧奨

電話や FAX，アプリを活用する 外来看護師
（MSW・医事課）

受診予定日から
1週間以内

MSW：医療ソーシャルワーカー
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際にも応用できる。本稿が各地域の医療事情に
即した FLS連携体制構築の一助となり，継続的
に二次性骨折予防に取り組む施設・地域が増
え，適切に患者がフォローアップされていくこ
とで，大腿骨近位部骨折をはじめとする脆弱性
骨折の二次性骨折 0（ゼロ）の世界がみえてく
ることを期待したい。
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　　In patients with proximal femoral fractures, early surgery significantly contributes 
to improving their subsequent quality of life, activities of daily living, and prognosis. 
After treating the fracture, the subsequent determined treatment（pharmacotherapy/
non‒pharmacotherapy）of osteoporosis, the underlying cause of fragility fractures, is 
essential to reduce the markedly increased risk of subsequent fractures. The manage-
ment fees for continued secondary fracture prevention that were newly adopted in 2022 
have promoted the implementation of fracture liaison services（FLS）by a multidisci-
plinary team of healthcare professionals in acute care hospitals and resulted in an 
increased proportion of patients starting pharmacotherapy for osteoporosis. However, 
the low proportion of patients receiving pharmacotherapy in the community‒based
（maintenance）phase remains an issue. Furthermore, it is impossible for acute care hos-

pitals to continue managing patients for a long time due to limited availability of health-
care staff. Therefore, the establishment of a healthcare framework that facilitates ongo-
ing treatment of osteoporosis via community healthcare collaboration among convales-
cent care hospitals and/or clinics is an urgent priority.
　　The community healthcare collaboration framework for FLS can be largely divided 
into two models：the circulating collaboration model, where patients are transferred 
from an acute care hospital to a rehabilitation hospital and, after discharge from the 
rehabilitation hospital, return to the acute care outpatient department for optimization of 
their treatment；and the one‒way collaboration model, where patients are transferred 
from an acute care hospital to a rehabilitation hospital and, after discharge, continue care 
from their general practitioner（GP）, leaving the optimization of treatment to the second-
ary healthcare providers. Careful preparation and prior coordination are required to 
establish both models. The framework should be established collaboratively, not 
through the activities of specific individuals but via a team that includes an FLS coordi-
nator, an osteoporosis manager, surgeons, nurses, and a person in charge of community 
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healthcare collaboration.
　　The steps for establishing a collaboration framework consist of（1）selection of the 
follow‒up model to be adopted,（2）determination of the target（s）,（3）performance of 
the tasks required to establish the collaboration framework,（4）announcement and 
implementation of the start of the FLS operation, and（5）management of a database to 
monitor the follow‒up status. The tasks for establishing the collaboration framework in 
step（3）include sending a questionnaire to convalescent care hospitals and/or clinics in 
the community, preparing a list of collaboration partners, preparing the documents 
required for the FLS, preparation and revision of the FLS protocol prior to commencing 
the collaboration, and activities to enlighten/educate the collaboration partners.
　　The process involved in establishing a community healthcare collaboration frame-
work can also be applied to the FLS for fragility fractures other than proximal femur frac-
tures.
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